
※原則、同時適用を受けることはできませんが、バリアフリー改修軽減と省エネ改修軽減との同時適用は、
受けることができます。 
軽減措置を受けようとする方は、原則として改修工事完了後　3　カ月以内に関係書類を添付の上、各種
固定資産税減額申告書を税務課資産税係に提出する必要があります。 
なお、提出後必要に応じて、現況の確認をさせていただく場合があります。 

詳しくは、税務課資産税係（内線176～179）へどうぞ。 

※対象床面積は、　1　戸当たり120m2相当分まで 



 
毎年　1　月　1　日現在（賦課期日）に、市内において固
定資産（土地・家屋・事業用の償却資産）を所有する
人に納めていただく税金です。固定資産税は、固定資
産に対する適正な時価を基に算定され、固定資産を取
得した翌年から課税されます。 

 
都市計画事業（交通施設・公園・上下水道などの公
共施設の整備）や土地区画整理事業に必要な費用に充
てるための税金です。都市計画法による都市計画用途
地域内に所在する土地・家屋に対し、固定資産税と併
せて課税されます。 

 
土地の評価額は、土地の利用状況を考慮して評価し
ます。基準年度（平成21年度）の価格が　3　年間据え置
かれることが原則となっていますが、宅地の評価にお
いては、価格が下落したと認められる場合は、評価額
を修正する特例があります。 

 
建築物価などの単価を見直し、基準年度において評
価対象家屋と同程度のものを新築した場合に掛かる建
築費用（再建築価格）を算出します。この価格に基準
年度における経過年数に応じた補正率を乗じて評価額
を算出します。評価額が前年度の価額を超える場合は、
価額が据え置かれます。 

 
新・増築家屋の評価調査に順次お伺いしています。
なお、あらかじめ都合の良い日時を連絡いただければ、
それに合わせて訪問させていただきます。 

 
翌年度から、その家屋については課税されません。
しかし、取り壊しの確認が困難な場合など、翌年度も
課税されてしまうことがありますので、家屋を取り壊
したときは、お早めにご連絡ください。 

 
総務省から示される固定資産評価基準に基づき、評
価額を決定します。この評価額は、　3　年ごとに見直し
（評価替え・下段参照）を行います。 
 
評価額に住宅用地の特例措置や土地の税負担の調整
措置を適用した価格が、課税標準額となります。 
 
税額は、課税標準額に税率【固定資産税：1.4％、

都市計画税：0.3％】を乗じたものです。 

決定された税額は、毎年　4　月に納
税通知書によって市から納税義務者
に通知され、課税明細書も併せて送
付されます。 
ただし、市内に同一人物が所有する土地・家屋・償
却資産それぞれの課税標準合計額が免税点【土地：30
万円、家屋：20万円、償却資産：150万円】に満たな
い場合は、固定資産税が課されません。所有する資産
がすべて免税点未満の方には、納税通知書は送付され
ませんのでご了承ください。 


